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２０２０年度中央社保協第８回運営委員会報告  

 

２０２１年６月２日（水）１３時半～ Web（ズーム）会議 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連）山田（民医連）前田（全労連）鎌倉（医労連） 

寺川（東京） 安達 (大阪) 

○運営委員 

 白沢〈山崎〉（障全協） 池田（新婦人） 中山〈宇野〉（全商連） 

 西野（全生連） 藤原（農民連）民谷（福祉保育労） 村田（全教） 

    （建交労）吉田〈大壽美〉（年金者組合） 五十嵐（医労連） 

 上所（保団連） 梅津（共産党） 大門（国公労連） 

 小泉（自治労連）山之内（医療福祉生協連） 久保田（民医連） 

沢野（北海道） 高橋（宮城） 川嶋（埼玉） 藤田（千葉） 

窪田（東京） 根本（神奈川） 寺越(石川) 小松（愛知） 

寺内（大阪） 楠藤（徳島） 西村(福岡)  

○事務局  

山口、是枝、工藤（保団連）、山本（民医連）、寺園（全労連） 

 

下線 参加者（Web参加含む） 

 

＜報告事項＞ 資料参照 

  ４月 ２７日（火） 第８回代表委員会 

     ２８日（水） 衆議院厚生労働委員要請 

     ３０日（金） ２５条共同打ち合わせ 

  ５月  １日（土） 第９２回メーデー 

      ３日（月） 「平和といのちと人権を！５／３憲法大行動」 

      ４日（火） 社会保障入門テキスト執筆者打ち合わせ 

      ５日（水） 川崎市中原区社保協学習会 

      ７日（金） ７５歳以上窓口負担２割化反対国会行動 

     １１日（火） 介護集会等打ち合わせ 

            ２５条共同事務局会議 

            滞納処分対策会議総会 

     １２日（水） 第７回運営委員会 

           「デジタル改革関連法案」「窓口負担２倍化法案」 

「土地利用規制法案」反対定例国会行動 

     １３日（木） 参議院厚生労働委員要請 
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     １４日（金） 「４」の日巣鴨宣伝 

※「介護をよくするアクション月間」と共同 

            ・１２時～１３時  巣鴨駅前 

・参加 ２２人（中央社保協２、全労連３、日本医 

労連８、全商連１、日本高齢期運動連絡会１、     

東京社保協１、東京地評１、東京民医連２、東京医 

労連３） 

・署名 いのち守る署名  7 

             ストップ「介護崩壊」 １３ 

             ７５歳以上窓口負担２割化撤回  5 

         １５日（土） 日本高齢期運動連絡会総会 

     １８日（火） 会計監査 

     １９日（水） 介護・７団体会議 

           税研集会実行委員会 

     ２０日（木） いのち署名提出集会 

           ７５歳以上窓口負担２倍化法案署名提出集会 

     ２２日（土） 高知県社保協総会 

     ２５日（火） ２５日御茶ノ水宣伝行動 

           ・参加 全生連、全日本民医連、日本高齢期運動連絡 

           会、社保協 １２人 

           参議院議員傍聴行動、国会前行動 

     ２６日（水） 定例国会行動 

           子供医療費無料化ネットワーク院内集会 

           介護集会実行委員会 

           いのち守る緊急行動打ち合わせ 

     ２７日（木）いのち守る国民集会実行委員会 

     ２８日（金）第４８回社保学校実行委員会 

     ２９日（土）いのち・くらし税研修会（～３０日） 

     ３１日（月）７５歳以上窓口負担２割化法案参議院参考人質疑 

            ※日本高齢期運動連絡会吉岡代表委員意見陳述 

      １日（火）７５歳以上窓口負担２割化法案、傍聴・国会行動 

           ２５条共同行動事務局会議 

           第９回中央社保協代表委員会 

      ２日（水）介護・障害者部会 

           第８回中央社保協運営委員会 
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＜加盟団体報告（一部）＞ 

・日本医労連 

 ３１日、介護・福祉のコロナアンケート調査の結果の記者会見、マスコミ１

４社が取材した。現場の人員不足に加え、メンタルの課題が介護・福祉従事者

の中に生じていて、４９％が年収下がっている等の実態を報告した。 

・神奈川県社保協 

 ７５歳以上窓口負担２倍化法案反対署名１２５０００筆を超えた。今後の運

動にどうつなげていくかが重要。 

 アスベスト裁判の勝利は大きな成果。 

６月１９日に総会を予定している。 

・千葉県社保協 

 ７５歳以上窓口負担２倍化の問題は、地元議員への要請を集中して取り組ん

でいる。一括法案で国保の問題も含まれているが、法案の内容が議員にもなか

なか知られていないことを感じる。 

 障害者の介護保険６５歳問題、天海訴訟は不当判決。さらに支援、運動を広

げていかないといけない。 

・福岡県社保協 

 ７５歳以上窓口負担２倍化について、月曜日に定例宣伝を実施している。地

元の西日本新聞が不十分なところもあるが「法案について徹底して審議を」と

する社説を出した。 

・保団連 

 ７５歳以上窓口負担２倍化法案は、３日にも審議不十分のまま採決強行され

ようとしている。国会開会中はもちろん、選挙に向けて声を上げ続けよう。 

・東京社保協 

 東京都議会が開会。国保料の高騰が都内は大きい。都立病院統合問題ととも

に、都議選の争点になるよう取り組みを強化する。 

・全生連 

 いのちのとりで裁判支援を引き続きお願いする。６月２６日に原告交流集会

が予定されている。ぜひ参加を。京都の裁判が結審し、９月１４日に判決が出

されることになった。署名等改めて要請する。 

            

＜協議事項＞ 

◆情勢の特徴 

１.国会情勢 

  国会閉会（１６日）会期末へ、悪法の強行狙う。 

医療法一部改正案、デジタル庁設置法案、土地区画整理法案等の強行。 
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健康保険法一部改定法案（７５歳以上窓口負担２倍化法案）は、参議院厚 

生労働委員会で３１日に参考人質疑が行われ、１日に菅首相参加の質疑、６ 

月３日野党質疑と、審議日数４日（参考人質疑含む）、審議時間は２４時間５ 

分（参考人質疑含む）で、コロナ感染の質疑に集中する状況の下、法案審議 

不十分のまま、採決強行されました。採決は、立憲民主党、共産党が反対。 

 

２．財政制度等審議会が中長期的な財政健全化方策建議（意見書） 

５月２１日、財政制度審議会が新型コロナウイルス禍への対応や中長期的 

な財政健全化の方策として「建議（意見書）」を財務相に提出しました。 

当面の新型コロナ対応とともに、後期高齢者が急増する令和４年度からの 

３年間は社会保障分野の歳出で「一貫した改革努力が求められる」と明記し、 

政府が６月に決定する「骨太方針」への反映を目指すもので、「医療提供体制 

の改革無くして診療報酬改定なし」など、社会保障削減策の更なる強行姿勢 

をあらわにしています。 

 

 ３．全労連など 最低生計費示し最賃一律１５００円に 

 全労連・国民春闘共闘委員会は３１日、昨年まで６年間で取り組んだ２２都道

府県の最低生計費試算調査結果について厚生労働省で会見し、最低賃金全国一

律、時給１５００円実現に踏み出すべきだと強調しました。 

 全労連・小畑議長は、「コロナ禍でも、諸外国では将来を見据え、最賃を引き

上げている。日本でも、地域経済を活性化させ、女性や非正規雇用が多いエッセ

ンシャルワーカー（国民生活を支える労働者）のため、８時間働けば普通に暮ら

せる最賃にするため、全国一律１５００円に引き上げるべきだ」と強調。それと

一体に中小企業支援策や、消費税引き下げを求めました。 

 最低生計費調査は、６年で３万４０００人分のデータを収集。昨年調査の４県

では、茨城１６８７円、長野１６９９円、岡山１６５７円、沖縄１６４２円（時

給換算、２０代単身男性モデル）となっています。 

 調査を監修する中澤秀一静岡県立短大准教授は消費税１０％増税の影響で増

額傾向にあるとしたうえで、「全国どこでも生計費に格差はない。全国一律にす

べき根拠になる」と述べました。（赤旗 ６/１付け） 

 

（１）いのち守る緊急行動（案）について 

 ５月２０日のいのち署名提出行動後、今後の取り組みについて、署名の推進を

含め、署名推進団体間で打ち合わせを行ってきました。 

 改めて、全国的な運動提起について、「いのち守る緊急行動」（案）として提起

され、５月２６日、３１日と打ち合わせを行いました。 
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総選挙を控え、政府に政策転換を求め、国見の怒りを示していく行動が重要で

あり、９月に全国的な大行動を計画することで協議を重ねます。 

  

（２）当面する国会行動等について 

①健康保険法（７５歳以上窓口負担２倍化法案）反対の取り組み 

参議院に審議入りし、衆議院の審議で明らかになった問題点を明らかにし、反

対の世論の集中等で、審議徹底と廃案を要求して、議員要請、署名等を強めるこ

とが求められます。 

・署名～６月３日時点で、１０５万５１８１筆を集約しました。 

・議員要請～国会での厚生労働委員会委員要請 

地元選出議員への要請 

全国からの FAX要請 

・国会行動 ～厚労委員会のリアル傍聴、インターネット視聴を呼びかけ、 

厚労委員会の日程をにらみ随時緊急に、国会前集会、議員面会 

所行動などを提起しました。 

・宣伝活動～一言アピールボードの活用、それを一人一分間動画、静止画を 

撮影し、保団連に集約し twitterで拡散。 

緊急事態宣言下でコロナ感染に注意し、可能な形での街頭署名 

宣伝、スタンディング宣伝。 

・世論形成～高齢者生活実態アンケート結果について、さらに高齢者の実態 

を知らせる。 

５月３１日の参議院厚労委参考人質疑で、日本高齢期運動連絡 

会吉岡代表委員が意見陳述しました。（意見陳述原稿参照） 

・具体的行動案 

医団連、年金者組合、日本高齢期運動連絡会、中央社保協等の共 

同で呼びかけを進めました。 

※現在設定の日程案（チラシ参照） 

・６月１日（火） 厚生労働委員会傍聴行動（９時半、１３時 参 

議院議員面会所集合） 午後も継続して取り組みます 

 国会前集会（１２時３０分 参議院議員会館前）  

・６月３日（木） 厚生労働委員会傍聴行動（９時半 参議院議 

員面会所集合） 午後は、院内集会終了後傍聴行動 

「７５歳以上窓口負担２倍化許すな」院内集会 

（１２時３０分 衆議院第二多目的会議室） 

※採決強行で、「抗議集会」として実施しました。 
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・６月１５日（火）「７５歳以上窓口負担２倍化許すな」全国一斉宣 

伝行動 

※年金者組合の年金宣伝と共同し、各地域での宣伝行動を計画しま 

す。詳細は、改めて連絡。 

 

②定例国会行動予定 

６月９日の水曜日、１２時１５分から衆議院第二議員会館前で開催。 

今国会最後の国会行動。 

今国会の署名提出は、６月３日が最終締め切りです。署名は秋の臨時国会冒 

頭に提出します。。 

 

③宣伝行動（日程参照） 

 ・社会保障拡充宣伝行動 

  ６月１４日（月）、２５日（金）の宣伝行動、消費税廃止各界連署名宣伝 

行動、２５条共同宣伝行動等に、感染対策をとって引き続き取り組みます。 

・７５歳以上窓口負担２倍化を許さない緊急宣伝 

 ※年金者組合の年金宣伝に共同して、各地のターミナル宣伝・スタンディン

グ行動を提起します。 

  中央加盟団体は、以下の行動に結集ください。 

  ・６月１５日 １２時～１３時 

  ・新宿駅東口アルタ前 

 

（３）２０２１年度第６５回全国総会に向けて 

１.日程 ７月１０日（土）１３時半～１６時半 

場所 Web会議（メイン会場は、全労連会議室） 

※会場参加は、都内の役員、中央団体に限定します 

 

２.参加申し込みは、グーグルフォームからの申し込みをお願いします。 

また、例年通りに、加盟団体取り組み報告、学習会集約、署名集約、地域社

保協集約を要請します。 

 

３.総会議案（第一次案）の検討について 

 第一次案について意見交換し、「全世代型社会保障政策に対抗し、『人権とし

ての社会保障』確立」、「コロナ感染禍の下での医療等の現場ならびに地域住民

の暮らしの実態」、「地域での運動前進とさまざまな要求の実現」等について補

強し、第二次案をまとめ、代表委員会、運営委員会で再度協議する。 
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４.役員員体制について 

２０２１年度役員体制について、各役員団体に引き続き要請します。 

・代表委員会  

※役員の交代、補強等について、事務局体制の強化を展望して要請、協議 

します。 

・運営委員会 

 ※中国ブロックをはじめ、未選出となっているブロック、団体からの運営 

委員補充、交代等について要請、協議します。 

 

５.財政について 

 ５月１８日に２０年度決算の会計監査を行いました。 

コロナ禍の影響もあり、これまでの未払金等の解消はなされましたが、社会 

保障誌については、改善はありますが赤字繰り越しとなっています。 

次年度予算案では、運動方針を補強する立場から、地域での活用、中央社保学

校での活用などについて、新たに検討し予算案を検討します。 

６月末に代表委員会、総会前の運営委員会で、決算報告・予算案について確認

します。 

 

（４）地域社保協の結成、再建へ（総会方針参照） 

１）地域社保協つくりパンフについて 

①構成案の第１章、2章について、「各地域社保協からの実践・経験の投

稿」を募集し、あわせて、県・地域社保協の組織実態について、アンケー

トを検討します。 

全国の過半数の自治体で地域社保協つくりを進めるために、様々な地域

での経験や苦労、努力を交流し、これから地域で社保協を結成しよう、ま

た結成したものの上手くいっていないところに知恵と力が湧いてくるよう

に全国の力を結集します。 

地域社保協つくりパンフは、中央社保協ホームページに、データで掲載

します。 

◆構成案 

✓ 第 1 章：地域社保協の具体的な活動や制度改善などの成果 

✓ 第 2 章：地域社保協結成、組織運営の具体例 

✓ 第 3 章：地域共生社会、自治体戦略など政府の政策の中でどう

社会保障運動を組み立てるか 

✓ 第 4 章：地域社保協運動交流集会を Web開催し、その内容を掲

載する 
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  ②地域社保協運動交流集会について、実行委員会を立ち上げ、来年度中の 

開催を目指します。 

 パンフつくりチームの県社保協代表、運営委員団体の構成<案>で実行委 

員会を検討します。 

    

２）社会保障入門テキストについて 

  地域社保協結成に向け、「社会保障入門テキスト」を作成し、社会保障誌２ 

０２１秋号に掲載し、８月の中央社保学校で講座を予定します。 

 青年のフリートークを基本に、「社会保障」について、青年、ベテランも合 

わせて学び、活用できるテキストを目指します。 

 入門テキストの発行部数の確認の必要があり、加盟団体、各県社保協にテキ

ストの活用についての検討を要請します。 

 

（５） 第４８回中央社保学校について 

 ・５月２８日に実行委員会を開催し、チラシ、参加要項について確認し、募 

集を開始しました。 

チラシ、参加案内に基づき、案内を広げ、参加を呼びかけてください。 

団体参加の募集についても準備します。 

 

（６）共同行動の取り組み 

⑴２５条共同行動実行委員会は、全世代型社会保障検討会議政策に対する「自

助、共助、公助」論批判の共同アピールを呼びかけています。 

秋の総選挙に向けて、社会保障拡充の世論を大きく巻き起こしていくことを

目的に実施し、５月末時点で、１１１団体・個人から賛同が寄せられています。 

社保協加盟組織にアピールへの賛同を呼びかけます。 

個人からの賛同もお願いしており、団体と合わせ役員個人からの賛同もお願

いします。 

⑵アピール賛同呼びかけを進めながら、自助・共助・公助論を批判し、全世代

型社会保障政策に反対し、社会保障への国の責任を求めることを主旨に「私たち

が求める社会保障（仮）」について実行委員会で検討し、幅広く地域住民に向け

て呼びかけるチェンジオルグ・ネット署名に取り組みます。 

署名呼びかけ、ＵＲＬの拡散を行います。 

 

「緊急要求～コロナ禍にあって、わたしたちのいのちと暮らしを犠牲にしな 

いな対策を求めます」 

「基本要求～すべての人いのち ちと暮らしが守られる社会・制度を実現して 



9 

 

ください」 

チェンジオルグ URLは以下の通り。 

 ◆緊急要望 http://chng.it/Hd8QY6Gk 

◆基本要望 http://chng.it/jpwmr86y 

 

５.今後の日程 

①いのちのとりで裁判全国アクション第 6回総会・原告交流集会 

「勝訴判決を力に前へ ～原告・弁護士・支援者がひとつに～」 

・６月２６日（土）１３時～    全国総会 

         １３時５０分～ 原告交流集会 

 ※以下の Google フォームより 6月 20日までに申し込み 

https://forms.gle/uU62WBP3VEqukPFM8 

 

②ブロック会議日程 

 ６月１０日（木） 関東甲ブロック 

   １１日（金） 北海道・東北ブロック 

   １５日（火） 四国ブロック 

          近畿ブロック 

   １６日（水） 東海ブロック 

   １８日（金） 北信越ブロック 

   ２１日（月） 九州・沖縄ブロック 

          中国ブロック 

    

③次回日程 

 ７月 7日（水）１３時半～ Web会議 











東京都知事 小池百合子 殿 

 

コロナ禍でのオリンピック・パラリンピックの中止を求め、

都民のいのちを守るためコロナ対策に集中して下さい 
 
 

新型コロナウイルスの感染拡大は、PCR 検査の拡充やワクチン接種

も進まないもとで、収束の兆しが見えません。 

また、変異株により新規感染者数が全国で急増する中で、少なすぎ

る保健所と職員体制では健康管理が行き届かず、入院や宿泊療養もで

きず、大阪などでは症状が悪化して自宅での死亡が続いています。そ

の危機は全国に広がっており、まさに医療崩壊の事態です。また、医

療・介護機関への支援も不十分のまま、患者の治療に当たる医師・看

護師など医療・介護従事者は過酷な労働とともに精神的にも追い詰め

られています。 

 

いま、東京都がやるべきことは感染対策と安全で迅速なワクチン接

種に力を集中し、都民のいのちを守ることです。PCR検査の抜本的強化

で無症状感染者を隔離・保護し、高齢者施設などでのクラスター発生

を防止し、感染を封じ込めることです。ワクチン接種率を高め、一刻

も早くパンデミックを終息させることです。 

オリンピック・パラリンピックに海外から多数の選手・関係者を迎

えることが感染拡大につながると警鐘が鳴らされています。オリンピ

ック・パラリンピックへ医師・看護師などを派遣し、医療機関が対応

することも困難です。 

 

都知事にいま求められているのは、都民のいのちと暮らしを全力で

守るためにオリンピック・パラリンピックの中止を求めることです。

そして都全体の３割を超える新型コロナ感染患者に対応している都

立・公社病院の独立行政法人化を中止し、直営病院として感染症治療

体制を後退させないことです。 

 

 

          2021年5月24日 

 

人権としての医療・介護東京実行委員会 



2021.5.25 しんぶん赤旗 



2021.5.25 

 東京新聞 



各位 東京保険医協会は都内約 6,000人の医師で構成する団体です。この度下記の意見書

を発表し、関係機関へ提出しました。ご高覧くださいますようお願い申し上げます。 

【連絡先】東京保険医協会 〒160-0023 東京都新宿区西新宿 3-2-7 KDX新宿ビル 4

階 TEL 03-5339-3601 FAX 03-5339-3449（担当事務局長：小形（オガタ）） 

2021年 5月 14日 

内閣総理大臣 菅 義偉 殿 

東京五輪担当大臣 丸川 珠代 殿 

東京都知事 小池 百合子 殿 

東京五輪組織委員会会長 橋本 聖子 殿 

  意見書  

政府と東京都は東京オリンピック・パラリンピックの中止を IOCに打診してください 

東京保険医協会  

 わが国は現在、新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）罹患数の波の振幅が

大きくなっており、これまでで最大の第４波に苦慮しています。COVID-19 に対応す

る医療機関はすでに手いっぱいであり、余裕はほとんどありません。３回目の緊急事

態宣言が発出されましたが、すべての医療機関は最大限の感染対策を講じながら総じ

て余裕を持てない困難に向き合っているのが現状です。 

一方、日本は７月になるとスポーツをするのには危険を伴う猛暑日が増えます。熱

中症患者が多数発生することは必至であり、医療機関はそれらの患者をCOVID-19と

の鑑別がつくまで、一人一人を隔離して診察する必要があります。しかし対応する医

療機関の医師・看護師は既に疲弊しており、手当てするための施設にも人材にも全く

余裕がありません。 

オリンピック・パラリンピック大会（以下「オリ・パラ」）組織委員会は、選手用の

指定病院を合計 30カ所確保する方針を示しました。選手が優先的に入院できる病床を

確保すると説明していますが、それは「いかなる差別をも伴うことなく、友情、連帯、

フェアプレーの精神をもって相互に理解しあう」というオリンピック憲章に到底合致

するものではありません。私たちは、感染者数や死亡者数が増加する可能性のあるイ

ベントは、中止することが正しい選択であると思料します。 

パンデミック発生以来、全世界で１億 5,500万人以上が感染し、325万人以上が死亡

しました。多くの国々はまだCOVID-19に苦戦しています。しかも悪性な変異株が増

加しており、今後の推移も予断を許しません。今も治療を受けながら苦しんでいる膨

大な数の感染者がいます。とても「人類がコロナに打ち勝った」状態ではありません。

このような時、はたしてスポーツの祭典を開いていてよいのか、という根本的な倫理

の問題もあります。 

いま最も優先するべきは、COVID-19 との闘いであり、人々の生命と生活の安全で

す。ウイルスは人の移動に伴って拡散しています。オリ・パラ開催がCOVID-19の蔓

延を助長し、苦しむ人や死亡者を増加させれば、日本は重大な責任を負うことになり

ます。 

われわれは都民のいのちと健康を守る都内の医師約 6,000 人の団体として、いまこ

そオリ・パラの開催が困難であることを、IOCに打診し、IOCの中止決定を引き出す

よう強く要望します。                         以 上 



 

東京都議会議員選挙 アピール 

皆さん、6 月 25 日告示、7 月 4 日投票で東京都議会議員選挙が行われます。  

 この選挙で問われるのは、都民のいのちをないがしろにして東京五輪をすすめ、コロナ

禍のもと、最前線でいのちを守るために懸命の医療を行っている都立・公社病院の独立行

政法人化をすすめる小池都政を是認するか否かです。 

  コロナ感染拡大の中で「オリンピック中止を！延期を！」の世論が大多数を占めている

にもかかわらず、菅首相と小池知事は、科学的な根拠を踏まえず、専門家の意見も聞かず、

開催の基準も明らかにしないまま、政治的な思惑だけで五輪開催を強行しようとしていま

す。現状での東京五輪の開催は、コロナ対策、ワクチン、医療と 3 つの問題が重なり、「安

全・安心」どころか国民のいのちをないがしろにするものです。都議会議員選挙で東京五

輪中止の声と世論を広げましょう。 

  私たちは 3 年越しで都立・公社病院の独立行政法人化 の 中止のために署名・宣伝・議会

への訴えなどを取組んできました。最近では、３万５千筆を越える 都民の声を届け、その

結果、３月都議会では東京都が予定した独法設立に必須の「定款」提出をストップさせま

した。東京都はそれでも 38 億 7900 万円の予算を組んで独法化の準備を進めていますが、

私たちの運動が独法化決定を遅らせていることは明らかです。 

  都議会議院選挙を前に、日本共産党が「都立・公社病院の独法化反対」を掲げ、無所属

・立憲民主党の一部の議員、市民と野党共闘でも反対を表明。一方、自民・公明・都民フ

ァーストは都議会では独法化推進・容認の発言を繰り返しながら、選挙公約には入れられ

ていません。 

  選挙日が近づくに従って、連絡会・守る会、都議会議員の訴えや宣伝で、都民の中に「都

立病院がなくなるの？」「診療科が減らされるのは困る」「利益優先の独法化は反対」な

どの声が広がっています。小池都政による都民のいのち切り捨てのコロナ対策、東京五輪

の強行、都立・公社病院の独法化をストップさせる絶好のチャンスです。 

   連絡会は、都立病院は都立のまま、公社病院は都直営にもどして都民医療を充実するこ

とを求めます。 

今度の都議選は、秋に行われる衆議院選挙にも大きな影響を与える選挙です。小池都政

が進める都立・公社病院の独法化にストップをかけ、公立・公的病院の再編統合と五輪開

催を強行する菅自公政権に痛打を与えましょう。 

▶ 大切なのは都民のいのちです！  

 ▶ 感染を広げる東京五輪は中止を！ 

 ▶ コロナ対策で重要な使命を発揮した都立・公社病院を充実させ、 

独立行政法人化中止を掲げる議員を多数都議会に送りましょう！ 

                                          2021年6月21日 

                     都立病院の充実を求める連絡会 



東京都保健医療計画（平成30年３月改定）中間見直し（案）の概要

◆医療法第30条の４に基づく「医療計画」を含む東京都の保健医療施策の方向性を明らかにする基本的かつ総合的な計画

【計画期間】平成30年度～令和５年度の６年間

◆医療法の規定により、医療計画は在宅医療その他必要な事項については、３年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要

に応じて見直し

➣ 今回、中間見直しを実施

東京都保健医療計画とは

「５疾病・５事業及び在宅療養」を中心に、次期計画策定に先立ち早急に取り組むべき事項について見直し

中間見直しの視点

視点１ 医療法に基づく見直し

令和7年（2025年）の在宅医療等のサービス必要量推計を見直し

基準病床数（一般・療養病床数）を見直し

視点２ 現行計画策定後の変化による見直し

新型コロナウイルス感染症を踏まえた感染症対策
― 新興・再興感染症発生時の各事業の医療提供体制の検討、平時からの組織的対応力の強化 等

法律・条例等の改廃に伴う見直し
令和元年東日本台風等を踏まえた風水害対策
デジタル化の推進

視点３ 他計画との整合

「東京都高齢者保健福祉計画」「東京都障害者・障害児施策推進計画」の改定内容を反映

視点４ 設定指標の中間評価

各疾病・事業ごとに設定した評価指標の中間評価を実施



主な見直し内容 中間見直し素案は現行計画の追補版として位置づけています。

中間見直し案 現行計画での
該当項目項目 主な追加・見直し内容

第１部 保健医療福祉施策の充実に向けて 第１部

第１章 計画の中間見直しについて ・計画の中間見直しにおける趣旨や都の考え方を記載 –
第２章 保健医療の変遷 ・現行計画策定以降の医療法改正や各種計画の策定状況を追記 第２章
第３章 東京の保健医療をめぐる現状 ・最新の人口動向等に基づき更新 第３章第１節
第４章 東京の将来の医療（地域医療構想） （現行計画再掲） 第４章

第５章 医師確保計画と外来医療計画 ・新たに項目を設置し、令和２年３月策定の「東京都医師確保計画」・「東京都外来医療計画」の概要を記載 –

第６章 保健医療圏と基準病床数
１ 保健医療圏 （現行計画再掲） 第５章１
２ 基準病床数 ・医療法に基づく見直し 第５章２

第７章 計画の推進体制 ・東京都循環器病対策推進協議会を追記 第６章

第２部 計画改定後の新たな課題と取組について 第２部

第１章 都における中間見直しの考え方について ・社会経済環境の変化や国の動向を踏まえた中間見直しの方向性や視点等を記載 –
第２章 切れ目のない保健医療体制の推進

１ がん
・小児・AYA世代がん患者へ生殖機能温存治療費等を支援
・がん患者の受療行動の変化を踏まえ、働きながら治療を受けるがん患者への支援を検討

第１章第４節１

２ 精神疾患
・各種法律、条例等の改廃内容を反映
・依存症対策に関して、普及啓発や人材育成、関係機関との連携強化等の取組を推進

第１章第４節５

３ 認知症 ・東京都高齢者保健福祉計画の改定に合わせ全面的に見直し 第１章第４節６

４ 救急医療
・機動力の高いドクターヘリを導入し救急医療体制の機能を強化
・救急患者の円滑な転退院に向けた取組を支援

第１章第４節７

５ 災害医療
・多様化・大規模化する自然災害へ備え、災害拠点病院等が役割に応じた機能を発揮するための体制を整備
・東京DMATの体制を強化

第１章第４節８

６ 周産期医療
・リスクに応じた機能分化と連携を推進
・災害時を見据えた周産期医療体制を整備し、災害時小児周産期リエゾン等災害医療関係者の連携を強化

第１章第４節１０

７ 小児医療
・より速やかに適切な医療へつなげるため小児救急医療体制の見直しを検討
・災害時を見据えた小児医療体制を整備し、災害時小児周産期リエゾン等災害医療関係者の連携を強化

第１章第４節１１

８ 在宅療養
・令和７年の在宅医療等のサービス必要量の推計を見直し
・デジタル技術を活用した医療・介護関係者の情報共有や連携を促進
・自らの希望する医療・ケアを受けることができるよう、アドバンス・ケア・プランニングの普及啓発を推進

第１章第４節１２

第３章 高齢者及び障害者施策の充実
１ 高齢者保健福祉施策 ・東京都高齢者保健福祉計画の改定に合わせ全面的に見直し 第２章第１節
２ 障害者施策 ・東京都障害者・障害児施策推進計画の改定に合わせ全面的に見直し 第２章第２節

第４章 健康危機管理体制の充実
・新型コロナウイルス感染症対策における取組を検証し、検査・医療提供体制を整備
・患者情報把握のため、デジタル技術を活用し迅速かつ正確な情報収集及び提供を実施
・東京iCDCを中心とした公衆衛生人材の育成やネットワークの構築等を通じ、組織的対応力を強化

第３章第２節

第５章 評価指標の達成状況 ・計画の中間時点における達成状況を記載 –

第３部 資料編 ・中間見直しの検討経過や各種会議の委員名簿、現行計画との新旧対照表等を記載 第３部



東京都福祉保健局医療政策部医療政策課 保健医療計画担当 宛 

東京都保健医療計画 中間見直しについて 

2021.6.16 港区在住 

 

○ｐ6＜＝中間見直し（案）の 6ページ＞の表 令和元年の国の項 に以下を加える 

厚労省地地域医療構想ワーキンググループが「公立・公的４２４病院再編リスト」を公表

し、都道府県の確認を求める 

○ｐ16（4）もしくはｐ20（1） に以下を加える 

○厚労省地地域医療構想ワーキンググループが令和元年９月に「公立・公的４２４病院再

編リスト」を公表し、令和２年９月末までに都道府県に対応方針を決めるよう求めました。

東京都では再編対象とされた９病院（当初は１０病院）の属する構想区域ごとに「地域医療

構想調整会議」で対象病院の再編について論議し、すべての構想区域で「従来通り」との確

認をしました。 

○ｐ35 社会経済環境の変化 に下記を加える 

 ・留学や技能実習などによる外国人労働者の増加により、それに対する医療需要も増え、

医療現場での言語や治療費負担困難などの問題も発生しています。外国人留学生や労働者

が安心して受療できるような環境・体制整備をしていく必要があります。 

ｐ66 在宅療養 の見直しの背景 に新型コロナウイルス感染症への対応を加える 

 ○新型コロナウイルス感染症が収束と拡大を繰り返す中、在宅療養患者もしくはそれを

支える同居人（介護者）が罹患した場合に受け入れる医療機関や介護施設を確保することが

困難な状況でした。今後、新興・再興感染症が発生した場合にも、感染症に罹患した在宅患

者や同居人を迅速・確実に受け入れる体制を確保することが必要です。 

ｐ66 在宅療養 の課題と取組の方向性 に以下を加える （記載の地域の連携体制強化

だけでは困難） 

○新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、新興・再興感染症が発生した際に、在宅療養

患者および同居人も含めた対応が迅速・確実にされる医療および介護供給体制を構築しま

す。 

ｐ70 介護予防・フレイル予防と社会参加 に以下を加える 

 ○新型コロナウイルス感染症による外出自粛下では、外出や人との交流の機会を持つこ

とが困難になり、介護予防・フレイル予防を大きく後退させました。今後、新興・再興感染

症が発生した場合でも、今回の経験も活かした感染要因を避けながら人との交流や社会と

のつながりを極力保てるように声や物資を通じたつながり、デジタル技術を活用した情報

共有のしくみ構築することが必要です。 

ｐ72 取組３ に以下を加える 

 ○介護従事者の処遇改善を進め、全産業平均水準へ引き上げます。 （この間の処遇改善

策をはじめとする施策で人材不足は一向に改善されていない） 



ｐ73 取組4 に以下を加える 

 ○低廉な家賃の公共住宅を増やすことに加え、高齢者が民間賃貸住宅に入居できるよう

都や市区町村が保証人確保や家賃補助等の支援をします。 

ｐ77 障害者施策 見直しの視点、背景や課題と取組の方向性に 新型コロナウイルス感

染症への対応を記載する（コロナ対応について障害者施策のどの項にも触れられていない） 

ｐ84 見直しの背景 に以下を加える 

 ○都は、都立・公社病院で新型コロナウイルス感染拡大の早い時期から病床転換を行いコ

ロナ疑い・罹患患者受け入れ病床を拡大するとともに、可能な限り専用病床、専門病院へと

転換し、都内コロナ対応病床数の３割を担い、緊急事態に即応する公立・公的病院としての

役割を果たしています。 

ｐ84 組織的対応力の強化 に以下を加える 

 ○新型コロナウイルス感染症をはじめ、新興・再興感染症に対応できるよう、民間病院で

は平時に一定規模の維持が困難な感染病床を都内において確保していきます。 

 ○新型コロナウイルス感染症をはじめ、新興・再興感染症による病院や介護施設等での職

員クラスター発生時に医療や介護提供が継続できるよう、医療・介護人員の緊急時支援体制

を構築していきます。 
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東京民医連　都議選候補者アンケート回答状況　2021.6.21現在
回答者数 59 → 回答する 53

無回答 6
↓無回答者

無所属 2 0
所属 都ファ 10 3

自民 2 2
公明 0 0
共産 31 0
立民 6 0
国民 0 0
維新 2 1
ネット 3 0
れいわ 2 0
諸派 1 0

政党・会派別

無所属 都ファ 自民 公明 共産 立民
国民 維新 ネット れいわ 諸派

アンケートへの協力状況

回答する 無回答

無所属
0%

都ファ
50%

自民
33%

公明
0%
共産
0%
立民
0%
国民
0%

維新
17%

ネット
0%
れいわ

0%
諸派
0%

政党・会派別

無所属 都ファ 自民
公明 共産 立民
国民 維新 ネット
れいわ 諸派



１，新型コロナウイルス感染症拡大から都民のいのちと暮らしを守るための政策について
①都立・公社病院の地方独立行政法人化は中止し、都と直結した行政的医療（感染症、周産期、精神、難病、島しょ等）を充実させる。

賛成 38
反対 5

どちらでもない 10

②保健所を減らしてきたこれまでの政策を転換し、原則各市に1か所（もしくは10万人に1か所の目安で）設置する。
賛成 38
反対 6

どちらでもない 9

③感染対策上、オリンピック・パラリンピックは中止する。
賛成 42
反対 6

どちらでもない 5

都立・公社病院の独法化中止

賛成 反対 どちらでもない

保健所の拡充

賛成 反対 どちらでもない

オリ・パラ中止

賛成 反対 どちらでもない



賛成 38
反対 5

どちらでもない 10

⑤無料低額診療事業利用者に対して、無料低額診療事業が適用されない保険調剤薬局の薬剤費負担補助を行う。
賛成 43
反対 3

どちらでもない 7

⑥生活に困窮する在留外国人（無保険者、仮放免者を含む）に対する医療を都立病院が担うために全都立病院で無料低額診療事業を実施する。
賛成 41
反対 6

どちらでもない 6

④高すぎる国保料（税）の改善を図るために、収入のない子どもに国保料（税）を科すことをやめ、全額公費負担（22年度から就学前の子どもは国が半額
負担）にする。

国保料への公費負担

賛成 反対 どちらでもない

無低診、薬剤費負担補助

賛成 反対 どちらでもない

在留外国人に対する都立病院の無低診実施

賛成 反対 どちらでもない



⑦医療と介護の提供体制を守るため、すべての医療機関や介護事業所への財政支援を拡充する。
賛成 41
反対 3

どちらでもない 8

２，超高齢社会を支え、誰もが安心して住み続けられる東京にするための政策について
①コロナ禍で不足が明らかになった医師や看護師の確保と養成をすすめるため、医学生や看護学生への給付型奨学金制度つくる。

賛成 47
反対 1

どちらでもない 5

②介護職員の増員と定着を図るために都として独自施策を拡充する。
賛成 51
反対 0

どちらでもない 1

医療・介護の提供体制を守る財政支援

賛成 反対 どちらでもない

医学生・看護学生への給付型奨学金制度の創設

賛成 反対 どちらでもない

介護職員の増員・定着への独自施策拡充

賛成 反対 どちらでもない



３，平和で安全に暮らせる東京にするための政策について
①核兵器禁止条約を日本が批准、署名するよう東京都として国に要請する。

賛成 44
反対 0

どちらでもない 9

②米軍機の夜間飛行・都心部での低空飛行は禁止するよう東京都として日米両政府と米軍に要請する。
賛成 46
反対 0

どちらでもない 7

③米軍横田基地のオスプレイ配備中止を東京都として日米両政府と米軍に要請する。
賛成 40
反対 4

どちらでもない 9

日本の核兵器禁止条約の批准・署名

賛成 反対 どちらでもない

米軍機の夜間飛行・低空飛行禁止

賛成 反対 どちらでもない

オスプレイ配備中止

賛成 反対 どちらでもない
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衆議院議長 殿                                                 202 年  月  日 

参議院議長 殿 

 

介護保険制度の抜本的転換を求める請願署名 
介護をする人・受ける人がともに大切にされる制度へ 

 
（請願の趣旨）   

コロナ禍のもと、高齢者施設でのクラスターが続発し、介護現場では先が見通せない不安と緊張の日々が続いてい

ます。高齢者の命とくらしを守るために、感染防護具の供給や検査体制の拡充、感染が生じた事業所へのサポートな

ど政府による感染対策の強化が求められています。 

政府は少子高齢化が進む中で、高齢分野への財政支出を増やすことなく、「制度の持続可能性」維持の責任を国民

に押し付け、利用者の費用負担を増やしサービス削減を続けてきました。その結果、利用者･家族の介護・生活困難が

拡大、介護離職は年間１０万人のまま高止まりし、介護殺人も後を絶ちません。 

地域での介護を支える介護事業所は、低く据え置かれてきた介護報酬のもとでの経営難にコロナ禍が直撃し、大

幅な減収に直面しています。２０２1 年 4 月に介護報酬を 0.70％引き上げましたが、「焼け石に水」であり、感染対策（期

間限定の＋0.05％）としてもまったく不十分です。介護従事者の賃金は全産業平均と比べ月９万円も低いまま、何年勤

めても賃金が上がらず、やりがいを感じながらも働き続けられず辞めていく職員は後を絶ちません。政府は見守り機器

の導入などを条件に人員基準を緩和しましたが、機械に介護はできません。このまままでは担い手がいなくなり、制度

そのものが維持できなくなることが懸念されます。 

政府は、2022 年早々から審議される次の介護保険制度見直しにむけ、要介護１、２の生活援助やデイサービスを総

合事業に移すことや、利用料負担の原則 2 割化、ケアプランの有料化などを検討課題として、さらなるサービス削減を

進めようとしています。 

新型コロナウイルス感染症の蔓延は、社会を支える介護という仕事の重要性を浮き彫りにし、政府のこれまでの介護

保険の見直しが、地域の介護基盤を大きく切り崩し、介護の担い手の処遇や社会的地位を低く留め置いてきたことを

明らかにしました。これ以上の負担増・サービス削減はぜったいに許されません。施行後 20 年以上が経過した介護保

険、「介護する人」「介護を受ける人」がともに大切にされる制度への抜本的転換を図ることを求め、以下、請願します。 
 

「請願項目」 

１.安心して介護サービスを提供できるよう新型コロナウイルス感染症対策を強化すること 

２.介護保険料・利用料負担の軽減やサービスの拡充など介護保険制度の抜本的な改善を行うこと 

３.すべての介護従事者の給与を全産業平均水準まで引き上げること、その財源は全額公費負担でまかなうこと 

４.介護保険財政における国庫負担割合を大幅に引き上げること 

 
氏名 住所 

  

  

  

  

  

 
(取扱団体) 
中央社保協  全日本民医連  全労連            
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消費税廃止東京各界連　２０２１年東京都議会議員選挙にあたっての「消費税引き下げ」についての全都議会議員・予定候補者アンケート
理由・意見（主旨）

会派 氏名 選挙区 賛成 反対
どちらで
もない

都民ファースト 山田ひろし 三鷹 ○ 税制は国において議論されるべき課題。消費税は社会保障財源、コロナ対策の財源。
馬場信男 足立 ○ 幼児教育無償化など消費税の使途が決まっている。引き下げるなら使途変更の議論が先。
あかねがくぼかよ子杉並 ○ 財源の議論が必要
伊藤ゆう 目黒 ○ コロナ不況にあえぐ中、特に生活・衛生面での必需品に対しては税率を大幅に引き下げるべき。

福島りえこ 世田谷 ○
国民生活や中小企業の支援は重要。消費税引き下げは、消費総額の大きな高所得者や大企業がより大きな恩恵
を受ける（逆進性）、総額表示で引き下げの恩恵がわかりにくい。低所得者中小企業対策を考えるべき。

岡本こうき 北多摩２ ○ 現代貨幣理論（MMT）を支持する。
東京都議会自由民主
都議会公明
日本共産党 里吉ゆみ 世田谷 ○ くらしと営業守り、日本経済を立て直すために引き下げ必要。世界５０カ国以上で実施
東京都議団 畔上三和子 江東 ○ 新型コロナの影響大。消費税減税、自粛と補償はセットの立場で補償、特別定額給付金の支給必要。

斉藤まりこ 足立 ○
日本経済をどん底に突き落としたのが消費税増税、そこにコロナが追い打ちをかけた。国民生活に深刻な影響、
消費が冷え込み日本経済の成長は止まっている。国民負担軽減以外道はない、5％に引き下げ将来ゼロ。

和泉なおみ 葛飾 ○
消費税10％コロナで国民の暮らし苦しくなっている。くらしと営業守る施策と同時に負担軽減重要。所得が低い人
ほど負担が重い消費税を減税するれば低所得者ほど負担軽減される。

とや英津子 練馬 ○
庶民の暮らし商店中小業者の営業は危機。くらし営業守るためにも引き下げ必要。世界５０か国実施、低所得者
ほど負担が重い消費税引き下げが庶民・中小業者即効性ある支援策であり効果的。

星見てい子 目黒 ○
消費税増税でくらしと経済にダメージ、そこにコロナ禍。消費税減税は低所得者・中小企業への効果的支援策。財
源は富裕層大企業への応分の負担で。

とくとめ道信 板橋 ○ コロナ災害拡大の中、家計・くらしを応援できる消費税減税は最も効果的。世界５０カ国以上で実施済み、日本で

そねはじめ 北区 ○
元々逆進性の高いせいであり、５％減税を一貫して主張、将来的には廃止。コロナ禍で消費者・国民・中小零細業
者に深刻な打撃。財源は緊急には国債発行恒久的には富裕層・大企業に応分の負担を求める。

藤田りょうこ 大田 ○ 生活必需品などに課税され所得の低い人ほど重い負担。くらし・営業の支援策としてもっとも効果的。

原田あきら 杉並 ○
税源が大企業富裕層減税の穴埋めになっていて福祉分野に行っていない。貧困と格差を広げている。稼ぎのない
子どもや高齢者からも税で取り上げるなど最悪の税制。

大山とも子 新宿 ○ コロナ禍で都民・国民の暮らし大変、格差も広がっている。低所得者により負担が大きい消費税の減税が必要。
米倉春奈 豊島 〇 コロナ禍で国民の暮らしは大変。特に中小業者の営業と生活は危機に直面している。税率引き下げはぜひ実現し
尾崎あや子 北多摩1 ○ 生活必需品等に課税され所得の低い人ほど重い負担。くらしへの支援策としても最も効果的。世50カ国以上で実

原　のり子 北多摩4 ○
消費税は所得の少ない人ほど重い最悪の不公平税制。一刻も早く引き下げるべき。財源は大企業富裕層優遇の
不公平税制をただし、大型開発にメスを入れる。

池川友一 町田 ○ コロナ危機でくらしと営業守るために各国で減税している。日本もただちに。
(予定候補） アオヤギ有希子 八王子 ○ 消費税５％吹き下げはコロナ危機で苦しんでいる低所得者層や中小企業への最も効果的な支援策。
(予定候補） 伊藤大気 墨田 ○ コロナ禍で苦しんでいる国民・中小業者への支援として早急に５％に戻すべき。インボイス中止、将来的に廃止。
(予定候補） 鈴木けんいち 荒川 ○ 消費税は所得の低い人ほど重い税金。増税コロナによる経済への打撃深刻。経済立て直しのために減税必要。
(予定候補） 小柳茂 台東 ○ 消費税は低所得者ほど負担が重くなる不公平税制廃止が当然。コロナ禍だからこそ税率引き下げるべき。
(予定候補） 原純子 江戸川 ○ 生活必需品などに課税され所得の低い人ほど重い負担。くらし・営業の支援策としてもっとも効果的。

(予定候補） 田中とも子 北多摩３ 〇
消費税は子どもでもホームレスでもお金を使う限り課税する弱い者いじめの税制。不景気の中では業者が自腹を
切っている場合も多い。コロナによる生活悪化が続く中引き下げは当然。

無所属・東京みらい おくざわ高広 町田 ○ コロナ禍の都民負担軽減・コロナ後の消費喚起の両面から賛成
森沢きょうこ 品川 ○ コロナ禍の都民負担軽減・コロナ後の消費喚起の両面から賛成。雇用促進税制の提案

立憲民主・東京みらい 斉藤れいな 南多摩 ○ コロナ禍でより所得の低い世帯に厳しい影響がある消費税は減税を。所得再配分今一度議論を。
東京都議会・立憲民主石毛しげる 西東京 ○ 税制で家計を下支えするためにも、すべての人に貸される消費税を減税することは重要。

中村ひろし 三鷹 〇 税制で家計下支えするためにもすべての人に課せられる消費税を減税することは必要だから。
無所属・自由を守る会 上田令子 江戸川 ○ 自由な経済が日本の活力。先進国の中でも日本の税金の種類は異常に多く、消費税を上げる必要はない。
生活者ネットワーク 小松久子 杉並 ○ 新型コロナ市民生活困窮対策急務。所得補償を国の財源で自治体経由で行うことが優先。
（すべて予定候補） 関口江利子 世田谷 ○ 新型コロナ市民生活困窮対策急務。所得補償を国の財源で自治体経由で行うことが優先。

岩永やす代 北多摩２ ○ 新型コロナ市民生活困窮対策急務。所得補償を国の財源で自治体経由で行うことが優先。

税率引き下げに



日時 7 月 17 日（土）18 時 30 分から 

場所 東京労働会館・7階ラパスホール （最寄り駅：JR 大塚駅） 

Zoom でも視聴できます（※）ミーティング ID： 966 8550 6972 パスコード949605 
※当日 18：00 から接続できます。ID・パスコードを入力すればどなたでも参加できます。事前にＺｏｏｍアプリのダウンロードが必要です。 

連絡先：03-5692-5081 荒川区西日暮里 6-62-1 東商連会館内 



 

 

  
 

第１３回口頭弁論の報告集会開かれる 
 
◆口頭弁論（弁論準備手続き） 

2021年 6月 14日東京地方裁判

所において、「新生存権裁判東京」

の第 13 回口頭弁論（弁論準備手続

き）が行われました。 

開廷前にはコロナ禍で雨の中、

東京地裁前に生存権裁判を支える

東京連絡会のメンバーを中心に約

15 名が参加し、宣伝チラシを配布

しながら生存権裁判に関心を持っ

ていただくよう訴えました。 

その後、裁判所から 103 号法廷の傍聴券が配布され、29 名の方が原告側の傍聴

者として参加しました。 

東京地裁 103 号法廷では、原告弁護団より「大阪地裁判決の概要と妥当性」につ

いて原告準備書面をもとに説明しました。被告側である厚労省からは反論なし。こ

れまでの原告側からの書面に対し、被告側（厚労省）反論書面の提出が何と３ヶ月

先になるという、先延ばしとしか考えられない対応を裁判長も認めるということに

唖然としました。そのために次回の裁判日程が 10 月１日（金）となりました。 

 

◆原告弁護団による報告集会 

衆議院第 2 議員会館第１会議室で開かれた報告集会では、コロナ禍にもかかわら

ず、38 名の参加で報告集会が開催されました。 

原告弁護団から準備書面の内容について、「大阪地裁判決は①デフレ調整の起点を

平成 20 年としたのは理論的に誤り、②生活保護費改定率の誤り、つまり消費者物

価指数の計算方式そのものの合理性ではない（名古屋・札幌・福岡の判決は計算方

～人権としての社会保障を求める『人間裁判』～  №8 

新生存権裁判東京ニュース 
 

発行：生存権裁判を支える東京連絡会  2021 年 6 月 14 日 



法に 対する判断のみを評価）、大阪地裁判決ではその変化率に相当する生活保護

世帯の可処分所得の実質的増加分はなく、それを改定率としたことの合理性はない

と評価したこと」資料とパネルで説明がありました。 

こうした大阪地裁判決が、生活保護

費の基準引き下げは違法としたこと

は今後の生存権裁判に大きな勇気づ

けるもので、引き続き運動を拡げよう

と会場全員参加者と確認をいたしま

した。 

また、今後予定されている東京都議

選・総選挙で都民・国民のいのちと暮

らしを守る議席を増やそうと拍手で

確認しました。 

 

◆次回の生存権裁判を支える東京連絡会幹事会と総会 

 

   ●幹事会・総会はコロナ感染対策のため、以下の予定を延期とさせて 

    いただきます。 

（幹事会）２０２１年７月 ６日（火）１４：００～ （延期） 

  （総  会）２０２１年７月１４日（水）１４：００～ （延期） 

 ※以後の予定は決まり次第、連絡させていただきます。 

 

◆今後の生存権裁判の予定 

 

【次回の生存権裁判の予定】 
 
２０２１年 １０月１日（金)   １１：３０～第14回口頭弁論 １０３号法廷 

（報告集会： 未定） 

 









6月19日（土） 「囲碁体験」

7月10日（土） 「留学生説明会」

7月17日（土） 「レクリエーション体験」

7月31日（土） 「手話で話そう」

8月  7日（土） 「留学生説明会」

8月21日（土） 「９マスを使った将棋体験」

9月11日（土） 「睡眠と健康」

9月25日（土） 「留学生説明会」

10月  9日（土） 「高齢者体験」

11月13日（土）
12月  4日（土） 「クリスマス飾り」

1月  8日（土） 「レクリエーション体験」

2月18日（金） 「認知症サポーター養成講座」

3月26日（土）

模擬授業

説明会

模擬授業

模擬授業

説明会

模擬授業

模擬授業

説明会

模擬授業

学園祭

模擬授業

模擬授業

模擬授業

模擬授業「福祉用具体験」北千住駅西口より徒歩10分、京成本線・千住大橋駅より徒歩6分

千住介護福祉専門学校
せん     　じゅ      かい         ご        ふく         し         せん      もん          がっこう

学校法人　東都医療福祉学院

オープンキャパス
開催予定

国道4号線

青山

東京芸術センター
足立成和信金

東京芸大
千住校舎

千住署

りそな銀行

マルイ

ミニストップ

千住警察署入口

ゆいまーる

千
住
大
橋

北千住駅
西口

←日暮里

↑
京
成
上
野

千住介護福祉専門学校

我孫子→

京
成
本
線

常磐線・東京メトロ日比谷線・つくばエクスプレス

〒120-0036 東京都足立区千住仲町 14-4

千住介護福祉専門学校

 URL  http://senju-kaigo.jp
 e-mail  info@senjyu-kaigo.jp

千住介護福祉専門学校
Tel.03-5244-6825 Fax.03-5244-6826

企画によってはオンライン（Zoom）での参加もできます。
ご希望の方は学校までご連絡ください。

年度
2022

入学生募集!
 にゅう しゅうぼせいがく

あなたと私の笑顔のなかに
その人らしい生き方を

わたし えがお

ひと い かた



FAX 03－5244－6826までお送り下さい。

■介護福祉士に興味のある方の情報

　氏名　　　　　　　　　　　　（ふりがな　　　　　　　　　　　）

　　①住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　②電話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　現在している事に○印を

　　・高校生（高校名　　　　　　　　　高校/　　　　学年）　

　　・その他学生（　　　　　　　　　）

　　・就業中　　・休職中　　・その他（　　　　　　　　　　　）

■希望内容に記入または○印を

　・参加希望のオープンキャンパス

　　　◉日程（　　　　　）

　　　◉日程（　　　　　）

　　　◉日程（　　　　　）

　・入学案内を送ってほしい（住所記入を忘れずにお願いします）

　・学校見学を希望します（希望日　　　月　　　日　　　　時頃）

　・本人に電話または面談してほしい

■ご紹介いただいた場合のあなた様のご連絡先をご記入ください

　　氏名　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　（　　　　　　　）　

　　　この度はご紹介いただきありがとうございました。

介護福祉士に興味のある方  ご連絡（または紹介）下さい。

◎各種お問い合わせや、奨学金制度などのご質問は、以下にお願いします。
　また、資料提供や入学相談をご希望の場合もぜひご連絡ください。
　　TEL.03-5244-6825
　　E-mail : info@senju-kaigo.jp 
　休日夜間等は「留守電」（フリーダイヤル：0120-114-294）にご氏名・連絡先を入れてください。
　後日、担当からご連絡いたします。

げんざい こと

こうこうせい こうこうめい がくねんこうこう

た がくせい
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きぼうないよう きにゅう
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きゅうじつやかんとう るすでん

かた

しるし

しるし



 

 

中央社保協発２０－０９号 

２０２０年６月５日 

各 加盟団体 御中 

中央社会保障推進協議会 

代表委員 住江 憲勇 

山田 智 

前田 博史 

寺川 慎二 

   安達 哲郎 

 

中央社保協第６５回全国総会のご案内 
 

２０２１年度第６５回全国総会のご案内です。 

新型コロナウイルス感染拡大の下、医療、介護、年金、保育、障害者、生保、福祉等、歴代政

権の社会保障抑制策による日本の社会保障基盤の弱体化が際立つ中、安倍政治継承を掲げる菅政

権は、オリンピックの推進を前面に、社会保障抑制・削減路線に固執し、「全世代型社会保障」

政策を強行しています。 

「人権としての社会保障」があらためて問われている中、社会保障・社会福祉分野での共同を

進め、憲法改悪をたくらむ政治の転換と中央、地域からの運動を結集させ奮闘していきましょう。 

下記の通りに第６５回総会を開催し、２０２１年度運動方針案、今後の役員体制等について確

認し、さらに、地域社保協の結成・再建、組織拡大強化についてしっかりと意思統一を図りたい

と思います。 

昨年に続き、Web 開催の総会となりますが、ご参加いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

 ■日時／７月１０日(土) １３時３０分開会～１６時３０分閉会予定（Web会議） 

            ※Web会議（Zoom）は１３時頃から接続します。    

 

  ■会場／メイン会場：全労連会議室 

〒113-8462 東京都文京区湯島２－４－４全労連会館  

TEL(03)5842-5611 FAX(03)5842-5620 

      ※メイン会場は、コロナ感染拡大の下、東京在住の役員（代表委員、運営委員）の参加 

のみとします。 

※すべての加盟組織からの参加を目指し、各団体、地域からの総会参加（視聴）の会場 

設置をご検討ください。複数で会場を設置する場合は事務局ご相談ください。 

 

  ■参加／中央団体および各都道府県社保協参加者氏名の連絡   

      ※各加盟組織は Web会議（Zoom）での参加とします。総会参加は、加盟組織より１名以 

上の参加となっています。各団体、各社保協への Zoom情報送信のため、参加者氏名を 

報告ください。Zoom情報を送信します。 

 

 

 



 

 

  ■申し込み／総会参加者氏名をグーグルフォームで申し込みください。以下のＵＲＬ参照 

https://docs.google.com/forms/d/19cwN7Hj8lY8GqbQz2PCRMxHG7EGr3YB6RbRN

p1-mzXA 

また、別紙申込書に記入の上、中央社保協へＦＡＸもしくはメールで申し込みください。 

申し込みしめ切りは、６月３０日（水）とします。 

 

  ■日程（予定） 

１３時     ZOOM接続開始 

１３時３０分  開会 

  運動方針（情勢、活動報告、方針）案提案 

  ２０１９年度決算報告 

２０１９年度会計監査報告 

２０２０年度予算案提案 

  休憩 

  討論 ※事前に発言通告をお願いします。 

１       討論のまとめ 

  議案承認 

        新役員提案、承認 

        総会アピール提案、承認 

        退任・新任役員からあいさつ 

１６時３０分  閉会（予定） 

      

  ■発言について／ 発言通告をお願いします。（別紙参照） 

      討論は、事前に発言通告をお願いし、発言テーマと発言概要の提出をお願いします。 

総会では、発言通告に基づいて、発言を予定します。発言希望者が多数の場合は調整さ 

せていただきますので、ご了解ください。 

 発言通告は、６月３０日まで送付ください。 

        

   ■活動報告／「取り組み報告書」「署名集約書」「１万ヶ所学習会報告書」「地域社保協集 

約一覧」の提出をよろしくお願いします。 

「取り組み報告書」は、２０年度（２０２０年５月～２０２１年４月）の報告で、結 

    成した地域社保協、結成予定の地域社保協等についても記入をお願いします。 

     「署名集約」は、２０２１年４月時点の集約数を記入ください。 

「１万ヶ所学習会報告書」は、２０年度（２０２０年５月～２０２１年４月）の集約 

    数をご報告ください。 

「地域社保協一覧」は、それぞれ修正して送付ください。 

 

各報告のしめ切りは、６月２５日(金)とします。 

議案書作成、大会資料にも活用しますのでしめ切り厳守でお願いします。 

 

 

 

 

https://docs.google.com/forms/d/19cwN7Hj8lY8GqbQz2PCRMxHG7EGr3YB6RbRNp1-mzXA
https://docs.google.com/forms/d/19cwN7Hj8lY8GqbQz2PCRMxHG7EGr3YB6RbRNp1-mzXA


 

 

中央社保協第６４回総会参加申込書  

 

 ○組織名（                             ）  

 

〇連絡先・TEL（                          ） 

 

〇報告者氏名（                           ） 

 

 ■参加者氏名                               

 

 ■参加者氏名                               

 

 ■参加者氏名                               

 

 ■参加者氏名                               

 

 ■参加者氏名                               

 

 

 ◇視聴予定会場                               

 

 

 ◇参加予定数                                

 

 

※メールで送信していただくようお願いします。 
 
中央社保協アドレス  ｋ25＠ｓｈａｈｏｋｙｏ．ｊｐ 

 



１日　　　　　円

第
48
回中央社会保障学校

年 　月 　　日　  ～ 　　日���� � �� ��土 日

�月��日（土）

石川 康宏 氏（神戸女学院大学教授）

▶13時00分～開会
�月��日（日）9時30分～13時00分13時00分～16時30分

１日目 ２日目

主催 中央社会保障推進協議会・第48回中央社保学校現地実行委員会

第１講座

ⓒ名古屋市 マスコットキャラクター（はち丸）

名古屋と全国各地を

Webで結んで

fromfrom名古屋

▶13時15分～14時45分

コロナ禍の日本の政治・社会を
どう見るか、どう展望するか

（
仮
題
）

長友 薫輝 氏（三重短期大学教授）

第３講座 ▶9時30分～12時30分

（
仮
題
）

村田 隆史 氏（京都府立大学准教授）

第２講座 ▶15時15分～16時30分

社会保障入門講座～
「社会保障入門テキスト」を学ぶ

コーディネーター

シンポジウム

▶13時00分　閉会

参加費 �����
（データで配信する資料代を含む）

開催
方法

愛知労働会館ホール（名古屋市）と全国をオ
ンライン（Zoom）で結んで開催。

申込
方法

申込
締切

右の QR コードもしくは中央
社保協ホームページより申し
込みができます。
※ご不明な点は中央社保協までお問
い合わせ下さい。

☎03（5808）5344  Fax.03（5808）5345 E-mail:k25@shahokyo.jp

8月10日

コロナ禍でこれまでの社会保障の脆弱性が露呈。
医療、保健所、子育て、働き・暮らしの各分野
から実態や問題点を報告し、今後の政策の転換
を考えます。

（「社会保障」誌 498号に掲載）

名古屋と全国各地を

コロナ禍、いのち・くらしの「危機」が迫る
みんなの安心支える社会保障を考える

─医療、保健所、保育、支援活動の現場から検証
コロナ禍の社会保障、課題は



第 48 回中央社保学校 from 名古屋 参加申込み案内 

2021 年 5 月 21 日 

中央社会保障推進協議会 

 

◎開催概要 

開催日: 2021 年 8 月 28 日(土)13 時～29 日(日)13 時終了 

開催地: 名古屋、愛知労働会館＋Web  

主 催:中央社会保障推進協議会、 

第 48 回中央社保学校現地実行委員会(愛知・岐阜・三重・静岡各県社保協) 

お問い合わせ(中央社保協): 

 ☎03-5808-5344、   Fax03-5808-5345 

e-mail：k25@shahokyo.jp 

 

◎参加申込みにあたっての注意事項 

①受付確認後、中央社保協より「参加案内」を返信します。 

②参加登録は、お一人ずつでお申し込みください。 

③参加費は、1 日 1000 円、2 日間 2000 円です。8 月 16 日までにお振込みください。 

 各講義資料はデータ配信(参加費に含)しますが、印刷冊子が必要な方は申込んで下さい

(300 円・送料込)。 

 第 2 講座では 2021 年「社会保障」誌・秋号も使用します。定期購読者以外で必要な方

は申し込んで下さい(700 円・送料込)。 

【振込先】 

「中央社保学校参加費」と明記し、参加者名を必ずご記入下さい。 

振込先：ゆうちょ銀行 00180-3-155551    中央社会保障推進協議会 

 

  



FAX 03-5808-5345 中央社保協宛 

第 48 回中央社保学校 from 名古屋 参加申込み用紙 

記入日 2021 年  月  日、記入者名(        ) 

① 都道府県名【                       】 

② 所属組織 【                       】 

③ お名前  【                       】 

④ 連絡先  【（TEL）                   】 

【（FAX）                   】 

e-mail アドレスがあればご記入下さい 【                  】 

⑤ 参加日をお選びください。(□にチェックを入れる)  参加申込は 1 日単位です)   

□ 1 日目(8 月 28 日)  参加費用 1000 円   

□ 2 日目(8 月 29 日)  参加費用 1000 円   

⑥ 資料について  (□にチェックを入れる) 

□ 各講義資料はデータで見る⇒「⑩」の質問へ 

□ 資料の送付を希望⇒「⑦」の質問へ 

⑦ 資料の送付を求める方へ  (□にチェックを入れる) 

  □「講義資料」(印刷冊子)の送付を希望(300 円・送料込) 

  □第 2 講座で使用する 2021 年「社会保障」誌・秋号の送付を希望(700 円・送料込) 

⑧ 資料送付先住所【〒                             】 

⑨ 資料送付先電話番号【              】 

⑩ 確認のため「振り込み金額」を記入して下さい【         円】 

 

※受付確認後、中央社保協より「参加案内」を返信します 

あなたの FAX 番号の記入をお忘れなく！ 


